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(1) 事務事業の目的と指標
① 活動の計画（活動の量・大きさ・規模等）

ア
イ

② 対象（事業は誰・何を対象にしているのかを記載）

ア
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③ 目標（この事業によって、対象をどうしたいのか記載）

ア
イ

(2) 指標・総事業費の推移
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源
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0

千円

事務事業の概要
（事務事業の内

容を記載）

１　事務事業概要
　子育て世代包括支援センターは、主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、保健師等が妊娠・出産・育児に関する各種の相
談に応じ、必要に応じてて支援プランの策定や地域の保健医療又は福祉に関する機関との連絡調整を行い、母子保健施策
と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び18歳までの子どもの健康の保持及び増進に係る包括的な支援を
行うことにより、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を提供する体制を構築する。
　

２　概算事業費
保健師、助産師及び子育てに精通したもの（1名賃金）：1,200円×６時間×20日＝144,000円×12ヶ月＝1,728,000円
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妊産婦及び１８歳までの子どもとその保護者の健康の保持及び増進
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事後(中間)評価対象事業

22 日

事務事業名 子育て世代包括支援センター設置事業
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３　事前評価結果 事前評価日： 平成 年 月 日

（1） 事前評価者として判断した今後の事業の方向性

１次案のまま採択 下記条件で採択 不採択 差し戻し

４　成果検証 事後(中間)評価日： 平成 年 月 日

（1） 評価結果（今後の方向性)

優(成果大) 良(良好) 可 不可(成果なし・中止・計画変更必要)

(2)　総評 (3)  指示事項

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

② 着手・実施の必要性

この事務事業をなぜ着手・実施しな
ければならないのか？先延ばしにで
きない理由は何か？

事業の内容は受益と負担との公
平性が考慮されているか？

③ 総事業費の算定根拠

算定にあたってコスト削減策を考え
たか？将来のコスト増要因に対して
対策が考えられているか？

目
的
妥
当
性
評
価

なぜこの事業を町が行わなければな
らないのですか？税金を投入して、
達成するものですか？

評価項目

④ 受益と負担との関係

31829

(3)指示事項(事務事業に関する指示、事後(中間)評価日程等)（2）採択条件

① 公共関与の妥当性
 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事前評価結果説明

全国的に子育て世代包括支援セン
ターの設置するように努めなければな
らなくなった為。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事後評価結果実施後の状況

町の全ての妊産婦及び１８歳までの子
どものいる世帯を対象としている為。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

対応する職員は、保健師１名としてお
り、コストは最低限の人員配置として
いる。

塩谷町在住の全ての妊産婦および１
８歳までのこどもが対象となっているた
めに公平性は保たれていると判断で
きる。

再評価対象事業

事務事業実施後
の概要

（実施しての効
果、受益者等の
反応、問題点、
課題等を記載）

 適切

 見直し
 余地あり


